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背景 

 

 平成１９年度総務省重点施策「Ⅵ．国民の安心･安全の確保」において、火災予防対策

に関し、「防火対象物の大規模化･高層化や社会情勢の変化等を踏まえ、防火対象物の安

全管理や危機対応のあり方について制度全般の見直しを検討する」こととしている。 

 このため、本年７月から「予防行政のあり方に関する検討会」を設置し、防火対象物

の火災予防対策について幅広く検討を行っている。検討会では、主な課題として次の４

点をとりあげ、それぞれについて当該要因やこれまでの取組みを整理し、その対応の考

え方について検討を進めてきたところである。 

① 大規模化等の変化が進む防火対象物における安全管理と自衛消防力 

② 防火対象物の安全･安心に関する確認体制と透明性の確保 

③ 出火･拡大の実態に応じた効果的な火災危険の低減 

④ 統計データや社会情勢等の予防行政への戦略的な反映の仕組み 

 

 

審議事項 

予防行政について 

資料１ 
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予防行政のあり方に関する主要な論点（素案） 

 

大規模地震等に対応した自衛消防力の確保 

 

【現状と課題】 

○ 近年、東海地震、東南海･南海地震、日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震や首都直

下地震の発生の可能性が高まっており、事業所における消防防災体制を強化し、自

衛消防力を確保することが喫緊の課題となっている。 

 しかしながら、事業所における防災計画の作成や訓練の実施等は、現状において

行われていないか、内容が不十分なところが多い。実際の災害でも、例えば平成１

７年７月の千葉県北西部を震源とする地震において、エレベータ停止時の避難手段

の確保や閉じ込められた利用者の救出等をめぐり多くの防火対象物で混乱が生じ、

消防機関も対応に追われることとなるなど、対策の不備が多く見られるところであ

る。 

 震災時には、火災と異なる対応が必要となるとともに、当該地域で同時多発的に

火災や倒壊建物からの救出事案が発生すると考えられることから、事業所における

自助体制の確立が急務となっている。 

○ また、防火対象物の大規模･高層化等の高度利用が急激に進展しており、不特定多

数が利用する大規模・高層化された防火対象物が増加している。このような防火対

象物では、地上とのアクセスが構造上大きく制限されること、避難時の移動距離が

非常に長くなること、群集心理によりパニックを生じやすいこと等から、適切な対

策が施されていない場合の消防防災上のリスクは極めて大きいと考えられる。 

 このような大規模･高層の防火対象物では、災害時における消火活動、通報連絡、

避難誘導、救出･救護について、より高度･複雑な対応が必要となるが、事業所の組

織体制や活動計画にはなお未整備の部分が多い。 

○ なお、これらの制度的な背景として、大規模地震等の発生時における避難誘導や

応急対策等の計画を定めることとされていないこと、災害時の初動対応を行う自衛

消防組織の設置は各事業所の自主的取組みに委ねられていることがあげられる。 
 

【論点】 

 不特定多数の者が利用し、円滑な避難誘導が求められる大規模･高層の防火対象物

については、消防防災上のリスクに伴う社会公共への責任の観点から、管理権原者の

責務として、大規模地震等に対応した計画作成とともに、自衛消防力を共通的に確保

することが必要ではないか。 

① 大規模地震等に対応した消防計画の作成 

② 自衛消防組織の設置 

 



参考資料 

「予防行政のあり方について」に関する参考資料 

 

【本文関係資料】 

○「予防行政のあり方に関する検討会」の検討状況について P1～P2 

○大規模地震への事業所の対応状況等               P3 

○防火対象物における急激な環境変化の状況             P4 

○大規模地震に対応した自衛消防力の確保（イメージ）        P5 

 

【制度概要関係資料】 

○予防行政の沿革                   

 ・予防行政の沿革                     P6～P9 

 ・消防法令改正年表                    P10～P13 

  ・法令改正の契機となった火災一覧            P14～P18 

○消防法に基づく防火対象物における安全対策の概要 

・防火対象物における火災の予防            P19～P24 

・耐火建物における火災進展フェーズと建物防火安全対策    P25 

・消防法に基づく確認体制                                 P26 

・防火対象物の使用開始までの確認体制                     P27 

・防火対象物の使用開始以降の確認体制                    P28 

・消防法における命令等の体系                       P29～P30 
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